
第2号様式 (第4条関係)

行政主雪の公開を受ける除には、この通知書を提示してください命

日時の変更、その他は市民情報センターヘお問い合わせください。
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行 政 文 書 公 開 決 定 通 矢日量
自

2 2 子子事第 3 - 2

平成 22年 5月 12

号

日

名古屋市民オンブズマン

代表  倉 橋  克 実 様

実施機関

名古屋市長 河村 た かし

平成22年4月28日付けで請求のあった行政文書の公開については、名古屋市情報公開
条例第10条第 1項の規定により、次のとおり公開することと決定しましたので通知し
ます。

行 政 文 圭
日 名 称

地域説明資料 「トフイライトスク‐ルについて」の3運営
主体選定の流れ、及び、名古屋市トフイラィトスクール及
び生涯学習開放運営主体候補者選定委員会設置要綱にうい
て

行政文書の公開の日時

及び場所

日 時
午前
峰 時t身分平成)■年 伊月tミ日(褒め

場 所 市民情報センター (市役所西庁舎 1階)

行政文書の公開の方法 1 閲 覧 (三)写しの交付 3 視 聴

備 考

<決 定を行った所管課 >

子ども青少年局子ども未来部子 ども事業調整室
電話 :052-972-3229

TEL:972-3153 (直 通通)  FAX:972-4127



3 運 営主体選定の流れ
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システム番号 2009 - 1401030000 - 000334
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施行 り 4  リ  ー 7 保存期間 5年

簿冊
トワイライ トスクール実施

標 題
名古屋市トワイライ トスクール及び生涯学習開放運営主体候補者選定委員会設

置要綱について

標題の作について次訂のとおり要綱を定めてよろしいか。

△
Ｈ
筆

市長 副市長 市長室長

* * * * * * 求 * * * * * * * * * * * * * * * * * *

所属 補職 職員 押印欄

教育委員会事務局 教育長 佐合 広 利

鬱
教育委員会事務局 教育次長 山田 哲 郎

ン
教育委員会総務部 部長 早瀬 弘 親

の.
教育委員会総務課 課長 太田 洋

一

教育委員会総務課 鞭翻
教育委員会生涯学習部 部長 堀崎 亘 鶴
教育委員会生涯学習課 課長 津坂 昌 樹 鶴
教育委員会生涯学習課 主査 加藤 清 嗣

教育委員会生涯学習課 圏
子ども青少年局 局長 石井 久 士

ン
子ども青少年局総務課 課長 海野 稔 博

ン
子ども青少年局総務課

名  、古  屋  市

ｒ部



システム番号 12009-1401030000-000334

盾

所属 補職 職員 押印欄

子ども青少年局 理事 小林 い く子

子ども青少年局子ども未来部 部長 松本
一
彦

子ども青少年局子ども事業調整室 室長 長谷)|1 英
一

鞭
子ども青少年局子ども未来部 主幹 越川 直明

ン
子ども青少年局子ども事業調整室 主幹 寺澤 雅 代 鶴
子ども青少年局子ども事業調整室

議
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名 古 屋 市



記

1 件 名

名古屋市トワイライトスクール及び生涯学習粛放運営主体候補者選定委員

会設置要綱、及び平成 21年度に公募する事業分にかかる選定委員について

2 制 定理由等

トフイライトスクール等の運営主体をプロポ
エザル方式による企画競争に

より選定するにあたり、公平公正に審査し選定するため運営主体候補者選定

委員会を設置するため制定するとともに、平成 21年度に公募する事業分にか

かる選定委員を選任するもの。

3 要 綱について

別紙 1案のとおり

`4 平
成 21年度に公募する事業分にかかる選定委員の選任案について

別紙2案の
tと
おり



名古屋ヤトワイライトスクール及び生涯学習開放運営=傷
候補者選定委員会設 置要綱

(設置)

第 1条|  ト ワイライ トスクール及び!生涯学習開放
ヤ(以下″「トワイラ

イ トスクール等」>と い う。)の 事 業の実施 目的を効果的に達成で

きな運営主体候補者を公平かつ適正に審査 咲 選定す るためて 「ト

ワイライ トスクール及び生涯学習開放運営主体候 補者選定委員

会才 (以下/「委員会」という。うを設置するご

(所掌事務♪

第 2条  委 員会は、別に定める募集要項に基づき応募 した団体 (以

下/「応募団体匂 とい う。し)に ついて、総合的に評価 し、運営圭体

候補者を選定して市長に報告する。    '

(選定結果の通 知等)

第 3条  市 長は、委員会の報告を踏また、運営主体を決定 し、応募

団体に通知 して公表する。

(組織)                     と

第 4条  委 員会は、7入以内の委員をもつて組織する。

/ 2  委 員 ,よ 次の各号に掲げる者の うちかあ市長が依頼する。

( 0学 識経験者

(妙 保護者の代表

(り 名古屋市職員

( 0そ の他市長が必要と認める孝

(任期) |

第 5条  委 員会の委員の任期算 、依頼された日か身第 2条 に規定す

る市長への報告が完了する日までとする。ただして補充委員の任

期は前任者の残任期間とする毛

( 釜 )                   ヽ

第範 条 委 員会に会長を置き、委員の互選により選出すると。

2  会 長は、会務を総括 し、委員会を代表する。

ィ3  会 長に事故があるとき又ヤン会長が欠けたときrは、委員のうちか

t  あ 会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。
こ



(会議)

第 7条 /委 員会の会議はヽ会長が招集する。

み 委 員会の会議ヤよ、会長がその議長となる。
|

ぅ 委員会の会議 ,ま、委員の半数以上が出席 しなければ開くことが

できな↓ち

4 委 員会の議事ヤ去 出席委員の過半数で決 し、可否同数の場合は予

会長の決す るところによる。

5 委 員会の会議の傍聴に関しては別に定める。

(会議の特例〉

第 8条  会 長は、緊急の必要があ 委々員会め会議を招集する暇がない場合その

他やむを得ない事由があると認めるときは、議事の概要を記載した書面を持

ち白ることにより委員の賛否を間ヤ＼ 委員会の会議に代えることができるど

2  前 項の場合においては、「出席」とあるのは 「署名」、と読み替え

て前条第 3項及び第 4項 の規定を準用する。

(競合校における部会の設置〉

第 労条 複 数の事業者から応募のあらた トフイライ トスク‐ル等実

施校 (以下 「競合校」という。)に おける選定過程においてゃ、地

域が状況等を踏まえた地域意見等を聴取する必要があると委員会

が認める場合はf地 り 団体の代表者串′を部会員告す浄部会
を競合

校ごとに設けるこ
°
とができる。_

2  委 員会は部会に対 し意見書の提出を求め、ャ選定に反映させるこ

とができる。

3 部 会員に慎、応募団体の利害関係者をあてる ことができない。

ィ4 前 項に定めるほ力＼ 部会の銀 織及び運営に離する事項は別に定

めるち

(守秘義務) /

第 1 0条 委 員及び前条ェ 規定する部会員はヽ選定に関し委員会金 に

ぉいて知|り得た秘密々漏 らしてはならない。その職を退
いた後も、

ま た 、 同様 とす る。

(謝金)

第 1 1条 委 員 (名古屋市職員を除く。)へ の謝金の額は、_名古屋市

非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例 (平成 1 5年名古屋



市条例第 1 4 号) 別 表第 2に定める指定管理者選定委員の報酬の額
_ /S Jヽクθ目 `齢イ4)に準ずる。、

(庶務)

第 1 2条 委 員会の庶務 ,と、子ども青少年月子ども本来部‐子 ども事業

調整室tにおいて処理する。          9         1

す (委 任)                      |

第 1 3条 こ の要細に定めるもののほか、委員会の運営に夕関し必要な

事項,ま、会長が定める。

附 員け'

Ⅲ2    こ の要綱は、平残21年 12月 十日から施行する。



選定委員会委員について(案)

〈委員〉 (敬称略)

学識経験者      愛 知淑徳大学文学部教授    中 野 靖 彦

保護者代表 (市PTA協議会副会長) 清水 i敬介

保護者代表(同上常任理事 (母親副代表)) 大西 准 子

その他市長が必要と認める者

(公認会計士)公 認会計士 小野田 誓

本市職員 (子ども青少年局及び教育委員会)

名古屋市立旭丘小学校長

子ども未来部長

教育委員会生涯学習部長


